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第２５回原子力委員会定例会議議事録（案） 

 

 

１．日 時   ２００３年８月５日（火）９：３０～１２：１５ 

２．場 所   中央合同庁舎第４号館６階 共用６４３会議室 

３．出席者   藤家委員長、遠藤委員長代理、木元委員、竹内委員 

研究開発専門部会 原子力試験研究検討会 

 岩田座長(東京大学大学院工学系研究課教授) 

内閣府 

 藤嶋参事官（原子力担当）、後藤企画官 

国土交通省 

 総合政策局技術安全課 加藤技術開発推進官、神志那係員 

厚生労働省 

大臣官房厚生科学課 浅見課長補佐 

医薬安全局監視指導・麻薬対策課 磯崎薬事監視専門官 

医薬安全局食品保健部基準審査課 太田課長補佐       

安全衛生部労働衛生課 中屋敷副主任中央労働衛生専門官  

 健康局総務課生活習慣病対策室 池田課長補佐  

医政局指導課 江副主査 

文部科学省 

原子力課 渡辺課長、奥野課長補佐 

量子放射線研究課 石井課長 

核燃料サイクル研究開発課 谷課長補佐 

立地地域対策室 阿部室長補佐 

経済産業省 原子力安全・保安院 

 原子力発電安全審査課 小原統括安全審査官、岩永審査班長 

４．議 題 

（１）核燃料サイクルのあり方について 

（２）プルトニウム利用の基本的考え方について 

（３）平成１６年度原子力関係経費の見積もりについて 

（国土交通省、厚生労働省、文部科学省） 

（４）原子力試験研究の事前及び中間評価結果並びに新クロスオーバー研究に

ついて（文部科学省） 

（５）四国電力株式会社 伊方発電所の原子炉の設置変更（１号、２号及び３
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号原子炉施設の変更）について（答申） 

（６）原子力委員会専門委員について 

（７）その他     

 

５．配布資料 

資料１   核燃料サイクルについて（案） 

資料２    我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方について

（案） 

資料３―１ 平成１６年度原子力関係経費の見積もりについて（国土交通省） 

資料３－２ 厚生労働省における原子力関連施設等の概要について（厚生労

働省） 

資料３－３ 平成１６年度原子力関係経費の見積もりについて（文部科学省） 

資料４―１ 原子力試験研究の事前及び中間評価結果について 

資料４－２ 新クロスオーバー研究について 

資料５―１ 四国電力株式会社伊方発電所の原子炉の設置変更（１号、２号

及び３号原子炉施設の変更）について（答申）（案） 

資料５－２ 四国電力株式会社 伊方発電所 原子炉設置変更許可申請（１

号、２号及び３号原子炉施設の変更）の概要について 

資料６   原子力委員会専門委員の変更について（案） 

資料７   第２４回原子力委員会定例会議議事録（案） 

 

６．審議事項 

（１）核燃料サイクルのあり方について 

   

 標記の件について、事務局より資料１の案文読み上げがあり、以下のとお

り発言があった。 

 

（藤家委員長）資料１は、これまで定例会議において、何度か議論をした結

果をとりまとめたもので、各委員の意見が反映されていると思う。本文と

質疑応答集がセットになっており、質疑応答集は３９ページから記載され

ている。いろいろな方々からいただいたご意見や、「核燃料サイクルのあ

り方に関する検討会」の中でいただいたご意見などを、それぞれの観点を

踏まえながら説明している。本文について、語句の修正等を除いては理解

いただき、了承いただけると思う。各委員からの意見は、次の議題の「プ

ルトニウム利用の基本的な考え方について」の説明を受けた後に合わせて
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伺いたいと思う。 

 

 

（２）プルトニウム利用の基本的考え方について 

 

標記の件について、後藤企画官より資料２に基づき説明があり、以下のと

おり発言があった。 

 

（藤家委員長)平和利用を行うという前提の下でどうやって透明性を確保し

ていくかということを記載したものである。先ほどの資料１「核燃料サイ

クルについて（案）」については委員会決定に準ずるものとし、この資料

２「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方について（案）」

は委員会決定としたい。「核燃料サイクルのあり方について」は、次回定

例会議に、語句を修正したものを配布するが、基本的に、本日配布したも

のを決定に準ずるものとしたい。 

 

（遠藤委員長代理)資料１「核燃料サイクルについて（案）」について、今後

は、この資料をベースに、核燃料サイクルに対する原子力委員会の考え方

を、地方も含め関係の方々とよく話し合い、お互いの理解を深める作業を

続けていくことが、より重要なことであり、早急に進めることが必要であ

ると考えている。資料２「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考

え方（案）」に関して、プルトニウムの平和利用については、国内法や条

約により担保されているが、それに加えて、透明性を高める観点から示し

たものであると考えている。これによって、それぞれの段階において、誰

が、いつ、どこで、どれだけプルトニウムを利用するのかを示すことがで

きるのではないかと思う。また、本資料の英文版も作成しているので、こ

の案が決定されたら、国内だけではなく国外の関係者にも説明したい。 

 

  （木元委員）資料１「核燃料サイクルについて（案）」について、１ページ

の「はじめに」に「核燃料サイクルのあり方を考える検討会」をなぜ開催

したのか記載しているが、下から６行目で、「核燃料サイクルについては

自ら原点に立ち返って」ということで、「原点」という言葉を使用した。

この言葉に関しては、委員会の中でも討議があったが、いろいろな方々の

ご意見を伺った上で、基本的なところに問題があるかもしれないと確認し

た。そこで、なぜ、日本は原子力を導入したのか 核燃料サイクルという
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政策をとったのかという原点に立ち返り、もう一度原子力委員会がトレー

スする必要があるのではないかと思い、この言葉を入れた。また、３１ペ

ージ（３）において、「国民との相互理解のために」という項目で「相互」

という言葉を使った。今までは「国民理解」という言葉で統一されていた

と思うが、これは、国民「に」理解させるという表現になってしまってい

た。まずは、国民「を」理解することから始め、原子力委員会のことも理

解していただかなければならないと思う。相互に理解することが基本にな

ければならないと思い、「相互理解」という言葉を使った。また、３１ペ

ージ最後の行では「広聴」という言葉を使った。今までは「公聴」という

言葉を使っていたが、「広く聴く耳を持とう」ということで、この言葉を

使った。委員長からも説明があったが、３５ページ２行目の「核燃料サイ

クルについては、」で始まる部分について、ここは漠とした言い方ではあ

るかもしれないが、真摯に、多くの方々の考え方を吸収しながら柔軟性を

持った姿勢で取り組んでいきたいと考えている。細かい質問については質

疑応答集等を参照しながら汲み取っていただきたいと思う。いろいろなご

意見もあると思う。ぜひ原子力委員会の方にご意見を寄せて欲しいし、原

子力委員会では、これからも討議をし続けていきたいと思う。 

 

  (藤家委員長)原子力委員会は「いつでもどこでも誰とでも」というキャッチ

フレーズを基に、社会との接点を深め、基本政策との関連において個別具

体的な話にもコンタクトを深めてきた。昨年頃から今の核燃料サイクル、

あるいは原子力利用そのものへの議論が福島県等で持ち上がり、そことの

接点を持つことから始まったものである。最初は、原子力政策には分かり

にくい面もあり、原子力政策を説明することを前提にしていたが、途中で

原子力発電所におけるデータ不実記載などもあり、議論の範囲や中身が広

がった。新しい原子力政策を出すという観点で「核燃料サイクルのあり方

を考える検討会」を進めてきたわけではなく、今、どのような問題を抱え

ているのか、それをどう解決していくべきなのか、という点を整理したも

のである。この案は、原子力委員会の考え方をストレートに表現はしたも

のであるが、すべてを解決したという姿勢は取っていない。福島に出向い

た時に、原子力委員会は国民の厳しい視線と熱い期待を背負いながら、地

方自治体、行政庁、あるいは事業者の方々と同じように議論し、意見を交

換して、政策を決定していきたいという思いが原点であると最初にお話し

した。その中で、次のプルサーマル、再処理をどうするかについて基本的

な姿勢をまとめた。行政庁及び事業者は、この「プルトニウム利用の基本
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的考え方について」に従って具体的方策を提示してもらいたい。また、地

方自治体とも対話の機会を持ち、より良い原子力の発展のために原子力委

員会は努力していきたいと思う。 

 

（３－１）平成１６年度原子力関係経費の見積りについて（国土交通省） 

 

   標記の件について、加藤技術開発推進官より資料３－１に基づき説明が

あり、以下のとおり質疑応答があった。 

 

（遠藤委員長代理）１６年度予算要求について大項目は今年度と同じと考え

て良いか。 

 

（加藤技術開発推進官）大項目は変わらないが、規制は年々変わってきてい

るので、それに伴って施策の内容も新しい状況に対応するものに変わって

きている。 

 

（木元委員）「講習会の開催」についてだが、ジェー・シー・オーの事故を

省みると、上部の方は能力や知識を十分に備え、当事者としての意識を持

っていたと思うが、実際に現場で作業をしている人が事故を起こしてしま

っている。これに当てはめてみると、講習会を受講した方は、自分は何を

やろうとしていて何が重要なのか、ということについてきちんと認識でき

ていると思う。しかし、実際の輸送は下請けや孫請けが実施している場合

があると思うが、こういった下請けや孫請けにまでこの講習の成果が及ん

でいるのだろうか、懸念がある。実際に実施している人まで知識を行き渡

らせることを、講習を受講した方は徹底してやっているのか。実際に実施

している人が、どれだけ知識を持っているのかが重要である。 

 

（加藤技術開発推進官）一般的に、原子力関係の陸海空の輸送は、重要かつ

管理が厳しいということで、他の分野のように下請けに出されることはあ

まりない。特に海上輸送や航空輸送は、ほとんど請けたところが直接実施

している。 

 

（木元委員）そこに依頼したから大丈夫である、という考え方は良くないと

思う。きちんとウォッチしていくことが必要である。 
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（加藤技術開発推進官）了解した。輸送に関し、どこまで下請けに出してい

るのか、下請けに出している場合、教育はどうするのかについて検討した

い。 

 

（竹内委員）原子力船については、最終的にどうなるのか。放っておくと、

いつまでも解体部材等の管理をしていかなければならなくなってしまうの

ではないか。 

 

（加藤技術開発推進官）現時点では、より安全性の高い管理方法を調査研究

しているところである。 

 

（竹内委員）解体部材等は最終的にどうするのか。 

 

（加藤技術開発推進官）その点を含めて若干課題が残っているので、検討し

ていきたいと考えている。最終的には、費用は最低限の管理費用だけにな

ると思う。 

 

（藤家委員長）この技術を残して次の時代に備えたいという国土交通省の思

いがにじみ出ていると思う。原子力船を建造した当時は、このような事態

は予測できなかったと思う。このような思いをどうすれば残していくこと

ができるのか、他機関とのタイアップをどのようにしていくのかについて

検討してほしい。 

 

（加藤技術開発推進官）今後は、他の機関との協力についてもきちんと視野

に入れて実施していきたいと考えている。 

 

（藤家委員長）「中間貯蔵兼輸送用容器の基準策定」については、長期間に

渡る規制をどのように考えるのかは非常に難しい。しかし、原子力全体で

見れば、データベースは整っていると思う。これについても他の機関との

連携が重要となってくる。我が国にとって問題だったところは、判断基準

を明確になっていないところがあったことである。数値的な基準や論理的

な基準などがあるが、このようなことから判断する、ということを明らか

にすることが重要である。整理番号０５の「海上輸送に係る原子力災害対

策」については、その事象の対象が船なのか物なのかがよく分からない。

整理番号０６の「海上輸送における原子力災害による環境影響評価に関す
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る調査研究」については、まさに我が国が国際的な協力を行おうとしてい

るロシアの原子力船による汚染の対策とどのようにリンクさせるのかにつ

いても検討してほしい。予算的に、新しい大規模な実験の実施は非常に難

しいということはよく承知しており、現状の予算で最大限に努力してほし

い。 

 

 

（３－２）平成１６年度原子力関係経費の見積りについて（厚生労働省） 

  

   標記の件について、浅見課長補佐、磯崎薬事監視専門官、太田課長補佐、

中屋敷副主任中央労働衛生専門官、池田課長補佐、江副主査より資料３－

２に基づき説明があり、以下のとおり質疑応答があった。 

 

（遠藤委員長代理）厚生労働省における原子力関連施策の全体がよく分かっ

た。「４ 放射線照射食品」について、「放射線照射食品に関する消費者

の理解増進に向けた取組を行うことは極めて重要」とあるが、具体的にど

うしようと考えているのか。 

 

（太田課長補佐）業界に対して、その必要性について説明し、業界の自主的

取組を促すことにより、実質的に消費者の理解増進に努めているところで

ある。今年度、業界においてシンポジウム等を開催すると聞いている。 

 

（藤家委員長）その主体は、業界なのか。 

 

（太田課長補佐）業界である。 

 

（木元委員）これについては、十数年前から厚生労働省と議論している。日

本では、１９７２年に世界で初めて「じゃがいも」に放射線照射を実施し

た。その後、玉ねぎや米などについても計画があったが、消費者団体から

反対があってストップしている。食品照射に関して、民間ではシンポジウ

ムを開催したり、いろいろなことを実施したりしている。近年、Ｏ－１５

７の問題があり、米国では牛肉にも照射しているし、スパイスへの放射線

照射は計４６の国と地域で許可されており、３１カ国で実際に実施されて

いる。このような状況であるのに、厚生労働省では対応していない、とい
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う印象がある。具体的にどうしていくのかについてだが、まず、一般の方々

には、放射線とはどのようなものなのかについて正確な情報が届いていな

い、正確な知識を持っていただいていないのではないか、と思われるとこ

ろがある。これに対しては、厚生労働省だけでなく、文部科学省や経済産

業省と協力して取り組まなければならないと思う。そこまで考慮して予算

を考えなければならないのではないか。食品照射については、厚生労働省

はあまり積極的でないように思える。 

 

（太田課長補佐）食品衛生上の観点から不可欠なものであれば、早急に導入

していくというスタンスでいる。スパイスの殺菌に関しては、代替法がな

いというわけではなく、気流式過熱蒸気殺菌法という方法がある。 

 

（木元委員）その方法ではスパイスの本来の性質をある程度失ってしまう。

そこで、放射線照射という方法が求められている。敢えて述べさせてもら

うと、海外から輸入されているスパイスの中には、現地で放射線照射が行

われているのではないかと思われるところがあるそうだ。実態をどこまで

把握してやっていくつもりなのだろうか。 

 

（藤家委員長）物事は時代とともに変化していくものである。原子力委員会

は、事案が世界で初めて我が国が実施しようとしていることなのか、ある

いは、海外で既に定着していることを実施しようとしていることなのか、

といったことの差について明確に捉えている。なぜ日本で実施できないの

か、その理由が反対派の団体がいるからということならば、「じゃがいも」

はなぜ認めているのか、ということに戻ってしまう。「じゃがいも」の発

芽防止には代替法がないという訳でもないと思う。なぜ特異ケースになっ

てしまうのか、という点に問題がある。また、誰が重要と考え、誰が実行

するのかという点を明確にしてほしい。 

 

（木元委員）消費者団体からの反対の要望書は、厚生労働省ではなく全日本

スパイス協会に提出されたのか。 

 

（太田課長補佐）厚生労働省にも、全日本スパイス協会の要請を受け取らな

いようにしてほしいという要請書が提出されている。今は要請が出された

という段階なので、この要請について具体的な取組を実際に始めれば、こ

れに対し消費者団体からさらにいろいろと要望等が出てくることが考えら
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れる。 

 

（藤家委員長）同じような状況があるので、そういった点はよく理解できる。

しかし、原子力委員会としては、重要なことについては自ら判断し動いて

いかなければならないと考えている。 

 

（木元委員）これは昔からされている議論であり、毎回同じような議論をす

るのは残念なことである。例えば、カビ毒のアフラトキシンの問題もある

が、これは放射線照射により解決することができ、経済性もある。正確な

情報を出していってほしい。 

 

（藤家委員長）がん医療についてもかなり重要なものと考えている。加速器

を利用した治療などは、原子力の研究機関との関係があるはずだが、厚生

労働省との接点があまりない。もう少し全体として広がりを持って考えて

いきたい。資料では、４ページに「放射線療法」とだけの記載となってい

るが、これだけでは加速器が使われていることがほとんど伝わらないと思

う。 

 

（池田課長補佐）本資料は概要版なので、それだけの説明となっているが、

本体の資料には重粒子線治療などについて説明が記載されている。 

 

（藤家委員長）後日教えてほしい。できれば原子力と接点が多い部分を中心

にもう少し話してくれるとありがたい。 

 

（木元委員）青森では、ニンニクの保存の点で芽止めの照射を期待している。 

 

（藤家委員長）厚生労働省で開催する委員会等に出席することも考えている。

原子力委員会にも専門部会等を設置しているので是非参加してほしい。 

 

（竹内委員）厚生労働省の中で生きた議論となっているかどうかが重要であ

る。食品照射については反対があるので進んでいないというところがあり、

これで良いのだろうかと思っている。原子力委員会の放射線専門部会にも

前向きに参加してほしい。 

 

（藤家委員長）原子力発電に関しても同じようなところがある。物事が１０
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０対０で決まるということはない。今後、議論を深める場を設けていきた

い。 

 

 

（３－３）平成１６年度原子力関係経費の見積りについて（文部科学省） 

  

   標記の件について、渡辺課長より資料３－３に基づき説明があり、以下

のとおり質疑応答があった。 

 

（竹内委員）いろいろなところで原子力関係予算について議論されており、

将来について懸念の声があがっている。ＲＩビームファクトリーや高温工

学試験研究炉などいろいろな施策が目白押しであるため、限られた原子力

予算をお互いに取り合うことになってしまうのではないか、と皆さんは心

配している。 

また、原子力二法人の統合に関しては、予算を重点的で有効的に活用し

ていかなければならないといった課題や、放射性廃棄物の処理・処分をど

うするのかといった課題がある。 

 

（渡辺課長）文部科学省の科学技術・学術審議会の分科会の下に「原子力分

野の研究開発の評価に関する委員会」を設置しており、その中でいろいろ

とご意見を伺って評価し、内容のチェックをしていきたいと考えている。

例えば、核融合のような分野では、大学でいろいろな研究が進められてい

るが、全部を進めていくのではなく、重点化を図っていくことを検討して

いる。 

 

（藤家委員長）原子力委員会の専門部会でもそのような議論がなされている

はずである。原子力委員会としては、政策を提示していくことが重要であ

る。 

 

（木元委員）一般会計で計上しているものと電源特会（電源開発促進対策特

別会計）で計上しているものがあるが、どのように分類しているのか説明

してほしい。 

 

（渡辺課長）電源特会は、その制度趣旨に従って、発電に関係するもの、例

えば高速増殖炉のように既に実用化が見えているものを対象としている。
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一方、核融合炉のように発電の前段階にあるものについては、一般会計で

計上される。また、発電と関係のないもの、例えば加速器や医療関係のも

のについても一般会計で計上される。電源特会は、販売電力量に課した税

収からなるものなので、その目的は電気の利用に関係するものや立地促進

に関係するもの等に限られると法律で規定されている。 

 

（藤家委員長）予算に相当苦労していることは理解している。文部科学省が

所管することは基本的に研究開発に関することなので、基本としては一般

会計を中心とし、特定のものに対して電源特会を使うということであれば、

自然だと思う。電源特会が１００％という施策が多すぎる。核燃料サイク

ルに関しては、まだ研究開発が必要なところがまだ残っているので、原子

力委員会としてはその点を重視して言及しており、最近の一般会計の額の

減り方を見ると、これで良いのかと思う。我々は本質的なことを言ってい

かなければならない。この点を念頭に置いておいてほしい。 

 

（遠藤委員長代理）私も同意見であり、最近の傾向を見ると、一般会計がか

なり減ってきている。政府内においても原子力関係予算に対する風当たり

が強いところがあるが、我々も働きかけ、なんとかして防がなければなら

ない。 

 

（木元委員）電気料金に含まれているこの税金について、そのように使われ

るのは嫌だ、という意見が出るかもしれない。それに対しどのようにカバ

ーすることができるか、ということが次のステップであり、しっかり考え

ていかなければならない。 

 

 

（４）原子力試験研究の事前及び中間評価結果並びに新クロスオーバー研究に

ついて 

 

   標記の件について、岩田座長より資料４に基づき説明があり、以下のと

おり質疑応答があった。 

 

（木元委員）とても興味深いものである。ただ、内容は難しい。 

 

（竹内委員）毎年、分野ごとのワーキンググループで６０以上もの課題につ
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いて精査・評価していただいており、お礼を申し上げたい。新クロスオー

バー研究について、これらの研究テーマはとてもチャレンジングなもので

あり、たくさんの分野の方々が携わっていくことになる。トップダウンで

進めるということで、原子力試験研究検討会の専門委員の方々にご尽力い

ただいており、重ねて厚くお礼を申し上げたい。 

 

（藤家委員長）原子力試験研究は、新たなものを作り出し、クロスオーバー

研究のように広がりを持って進んでいくものであり、とても期待している。

研究者は狭い世界に入り込んでしまうところがあるので、こうした点から

もクロスオーバー研究の意義は重要だと思う。引き続きお願いしたい。 

 

（木元委員）このような研究では、女性の研究員の比率はどのくらいか。 

 

（岩田座長）この研究分野の女性研究者は少ないが、最近は増えてきている。

リーダーは両テーマとも男性だが、研究員の候補として、女性もノミネー

トされている。男女の区別なく、できるだけ多数の研究分野の方に参加い

ただき、インパクトのある研究にしたいと考えている。 

 

 

（５）四国電力株式会社 伊方発電所の原子炉の設置変更（１号、２号及び３

号原子炉施設の変更）について（答申） 

 

   標記の件について、小原統括安全審査官より資料５―２に基づき説明が

あり、以下のとおり発言があった上、平成１５年１月１７日付け平成 14･

04･03 原第 27 号（平成１５年６月２５日付け平成 14･04･03 原第 27 号をも

って一部補正）をもって諮問のあった標記の件に係る核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律第２６条第４項において準用する同法

第２４条第１項第１号、第２号及び第３号（経理的基礎に係る部分に限る。）

に規定する許可の基準の適用については妥当なものと認め、経済産業大臣

あて答申することを決定した。 

 

（藤家委員長）ＰＷＲ（加圧水型軽水炉）では初めての高燃焼度燃料の導入

である。最高燃焼度を上げていくことは一つの流れであり、ＢＷＲ（沸騰

水型軽水炉）では既に実施している話である。 
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（６）原子力委員会専門委員について 

 

   標記の件について、後藤企画官より資料６に基づき説明があり、以下の

とおり発言があった。 

 

（木元委員）市民参加懇談会について、宮崎専門委員は、今後も市民参加懇

談会の活動へのバックアップはしていただけるが、お忙しくなってきたた

め、御本人の希望による解任である。その他の方は、他の部会とは違って、

役職変更等に伴う交代ではなく、市民参加懇談会が忙しくなったため、人

数の増強をお願いしているところである。 

 

 

（７）その他 

・事務局作成の資料７の第２４回原子力委員会定例会議議事録（案）が了承

された。 

・事務局より、８月１２日（火）の定例会議は休会とし、８月１９日(火)に

次回定例会議が開催される旨、発言があった。 


